
職 審 ― １ １ ４

令和４年６月２０日

人 事 院 事 務 総 長

「人事院規則１４―２１（株式所有により営利企業の経営に参加し

得る地位にある職員の報告等）の運用について」の一部改正につい

て（通知）

「人事院規則１４―２１（株式所有により営利企業の経営に参加し得る地位に

ある職員の報告等）の運用について（平成１２年１２月２８日職職―４６５）」

の一部を下記のとおり改正したので、令和４年７月１日以降は、これによってく

ださい。

記

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分（以下「傍線部分」

という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分がないものは、こ

れを削り、改正前欄に掲げる規定の傍線部分でこれに対応する改正後欄に掲げる

規定の傍線部分があるものは、これを当該傍線部分のように改め、改正後欄に掲

げる規定の傍線部分でこれに対応する改正前欄に掲げる規定の傍線部分がないも

のは、これを加え、改正前欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分は、これに対応す

る改正後欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分のように改める。

改 正 後 改 正 前



第３条第１項関係 第３条第１項関係

（削る） １ 「人事院の定める場合」は、

次に掲げる場合とする。

（削る） ⑴ 会社の議決権の総数に占め

る職員の有する議決権の割合

が、株式会社にあっては３分

の１以下、会社法の施行に伴

う関係法律の整備等に関する

法律（平成１７年法律第８７

号）第３条第２項に規定する

特例有限会社にあっては４分

の１以下である場合

（削る） ⑵ 会社が人事院規則１４―１

７第２条第２項に規定する技

術移転事業者又は人事院規則

１４―１８第２条第２項に規

定する研究成果活用企業であ

る場合であって、職員が人事

院規則１４―１７第４条第１

項又は人事院規則１４―１８

第４条第１項の規定によりそ

の役員等の職を兼ねることに

ついて承認されているとき。

（削る） ⑶ その他議決権の状況、事業

の実施状況等から見て職務遂

行上適当でないこととはなら



ない場合として人事院が認め

る場合

１～３ （略） ２～４ （略）

第３条第２項関係 （新設）

１ この項第１号の「会社の議決 （新設）

権の総数に占める職員の有する

議決権の数の割合」は、決議を

することができる事項の全部に

つき議決権を行使することがで

きる株式をもって算定するもの

とする。

２ この項第３号の「人事院の定 （新設）

める場合」は、会社の議決権の

状況、事業の実施状況等から見

て職務遂行上適当でないことと

はならない場合として人事院が

認める場合とする。

第１１条関係 第１１条関係

１ （略） １ （略）

２ 第２条第４項の書類には、次 ２ 第２条第４項の書類には、次

の事項を記載するものとし、職 の事項を記載するものとし、職

員の人事記録の写しその他参考 員の人事記録の写しその他参考

となる資料を添付するものとす となる資料を添付するものとす

る。 る。

⑴ 第３条第１項及び第２項の ⑴ 第３条第１項の基準に照ら

基準に照らし職員の職務遂行 し職員の職務遂行上適当でな



上適当でないかどうかの見解 いかどうかの見解

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略）







以 上


